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Ⅰ 交通安全対策の主な取組みについて 
 

１ 交通事故防止に向けた取組み 
 

(1) 交通安全対策の推進 
 

ア 交通安全対策会議における推進 

本県における交通安全対策は、交通安全対策基本法及び神奈川県交

通安全対策会議条例に基づき設置する神奈川県交通安全対策会議が、

県内における陸上交通（道路交通、鉄道交通）の安全に関する総合的

かつ長期的な施策の大綱として定めた「神奈川県交通安全計画」と当

該計画に沿って、年度ごとに講ずべき施策をまとめた「神奈川県交通

安全実施計画」により推進している。 
 

(ｱ) 第 10次神奈川県交通安全計画 

「年間の 24 時間死者数を 150 人以下とする」抑止目標を掲げ、

平成 28年度から平成 32年度までの５年間に取り組むべき施策を定

めており、当該計画に沿って国、県、市町村、鉄道事業者、各道路

管理者等が交通安全対策を推進している。 

(ｲ) 平成 31年度神奈川県交通安全実施計画 

「第 10 次神奈川県交通安全計画」の進捗状況や施策の効果等を

踏まえて、単年度に取り組むべき具体的な施策を定め、同計画の着

実な推進を図っている。 
 

イ 神奈川県交通安全対策協議会における推進 

県内 224の行政機関、民間団体等で構成される神奈川県交通安全対

策協議会を設置し、関係者が相互に緊密に連携して一体となった総合

的交通安全対策を推進している。 

同協議会に次の５つの専門部会を設置し、個別施策について機動的

に取り組んでいる。 
 

(ｱ) 交通安全部会 

神奈川県交通安全県民運動事業計画を毎年度策定し、各季の交通

安全運動、自転車マナーアップ運動や飲酒運転根絶運動等の年間運

動、交通情勢に応じた特別対策を推進している。 

(ｲ) 交通施設部会 

交通事故が多発する交差点などを選定し、道路構造・施設及び信

号機設備の改良等の事故防止対策を推進している。 

(ｳ) 踏切対策部会 

踏切施設の整備・改善などに関する踏切事故防止総合対策実施計

画を毎年度策定し、踏切道における交通安全対策を推進している。 
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(ｴ) 暴走族追放部会 

関係機関・団体の連携強化と自主的な県民運動を推進している。 

(ｵ) 高齢者対策部会 

高齢者の交通安全に関する教育、啓発活動を推進している。 
 

(2) 交通安全施設の整備 

県管理道路では、事故の発生割合の大きい区間において、ガードレー

ル等の安全施設を設置するなど、即応的な対策を進めている。 

また、交差点及びその付近の交通事故の防止を図るため、交差点の改

良を行っているほか、歩行者、自転車利用者等の安全を確保するため、

歩道の整備等を行っている。 
 

(3) 通学路における安全対策 

通学路において、歩道等の整備や信号機、横断歩道等による交通規制

を実施している。 

本県では、平成 26年 11月に教育委員会、県土整備局、安全防災局及

び警察による、「神奈川県通学路安全対策連絡会議」を設置し、通学路

の交通安全対策に係る諸事項や対策箇所等について、情報交換や対策の

調整を行っている。 

今後とも、市町村の通学路の交通安全対策の把握、各種調査への協力

及び結果の共有、市町村への情報発信等を行い、通学路における安全対

策を着実かつ効果的に推進していく。 
 

(4) 踏切道における安全対策の推進 

踏切道の立体交差化、拡幅等の構造改良、鉄道事業者による保安設備

の整備及び踏切事故防止に関する広報啓発活動を推進している。 
 

(5) 自転車の安全利用に向けた取組み 

自転車の安全で適正な利用の促進と自転車損害賠償責任保険等の加入

の義務化を柱とする条例を本年４月に施行したことから、本条例の実効

性を担保するため、施行後も引き続き自転車の基本的なルール・マナー

を浸透させるほか、保険等の加入率を上げるような施策を推進している。 
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２ 円滑で快適な交通基盤及び安全な交通環境の整備 
 

(1) 道路網の形成 

自動車専用道路や幹線道路の整備促進により、道路網の充実を図る。 
 

ア 自動車専用道路の整備 

(ｱ) 新東名高速道路 

伊勢原ジャンクションから御殿場ジャンクションまでの区間で、

中日本高速道路株式会社により、整備が進められている。 

(ｲ) 横浜湘南道路・高速横浜環状南線（圏央道） 

横浜横須賀道路の釜利谷ジャンクションから新湘南バイパスの藤

沢インターチェンジまでの区間で、国土交通省及び東日本高速道路

株式会社により、整備が進められている。 

(ｳ) 横浜北西線 

第三京浜道路の横浜港北ジャンクションから東名高速道路の横浜

青葉ジャンクションまでの区間で、首都高速道路株式会社と横浜市

により、整備が進められている。 
 

イ 一般幹線道路の整備 
 

【主な路線の整備状況】 

(ｱ) 県道 603号（上粕屋厚木） 

新東名高速道路伊勢原大山インターチェンジへの接続道路として、

伊勢原市上粕屋から西富岡において、整備を進めている。 

（ｲ）県道 731号（矢倉沢仙石原）〔南足柄市と箱根町を連絡する道路〕 

県西地域の新たな道路ネットワークを構築し、災害時の代替ルー

トになるとともに、観光振興をはじめとする地域活性化にも役立つ

道路として整備を進めている。 
 

(2) 道路の安全性の向上 

自然災害に対する道路の安全性を高めるため、橋りょうの耐震補強や、

土砂崩落対策箇所等の整備を行っている。 
 

ア 橋りょうの耐震補強の推進 

阪神淡路大震災を踏まえ、大震災の際に大きな被害を受けるおそれ

のある橋りょうの補強は完了した。現在は、大きな被害を受けるおそ

れは少ないものの、局部的な損傷が発生する可能性のある橋りょうに

ついて、耐震補強を推進している。 
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イ 土砂崩落対策の推進 

大雨等の異常気象時において、土砂崩落や落石などの道路災害を未

然に防ぎ、安全な通行を確保するため、道路の防災対策工事を実施し

ている。 

ウ 無電柱化の推進 

道路の無電柱化は、災害時における、電柱の倒壊による通行障害を 

未然に防止することや安全で快適な通行空間を確保することなどの観 

点から事業を推進している。 
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（参考） 

平成 31年度神奈川県交通安全実施計画の概要 

 

実施計画の位置づけ 

この計画は、「第 10次神奈川県交通安全計画」（平成 28～32年度）を着

実に推進するため、県内の陸上交通の安全に関して、平成 31 年度に県、国

の関係機関等が実施する具体的な施策をとりまとめたものである。（根拠

法：交通安全対策基本法第 25条第３項） 

 

実施計画の目指すもの 

安全で円滑な交通環境の確立に向けて、県及び関係行政機関相互が連携し、

関係団体・事業者、学校、地域など、交通社会を構築する多くの主体の方々

と協働しながら、実施計画を着実に推進することで、県民が安全で安心して

暮らせる地域社会の実現を目指す。 

 

実施計画の目標 

「年間の 24時間死者数を 150人以下とする。」 

 

交通事故状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画予算の合計 

第１章 道路交通の安全         295,409百万円 

第２章 鉄道交通の安全          28,288百万円 

第３章 踏切道における交通の安全      6,893百万円 

合  計                 330,590百万円 

 

 

 

 

 

 25年 26年 27年 28年 

 

29年 30年 

発生件数 
33,847 

件 

30,434 

件 

28,313 

件 

27,091 

件 

28,540 

件 

26,212 

件 

死者数  
   168 

人 

   185 

人 

   178 

人 

   140 

人 

149 

人 

162 

人 

負傷者数  
40,389 

人 

35,998 

人 

33,773 

人 

32,305 

人 

33,642 

人 

31,021 

人 

資料３ 
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第１章 道路交通の安全 

１ 道路交通環境の整備 

＜関東総合通信局、関東地方整備局、県警察、県、市町村、高速道路会

社、道路公社＞ 

(1) 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

(2) 高速道路の更なる活用促進による生活道路との機能分化 

(3) 幹線道路における交通安全対策の推進 

(4) 交通安全施設等の整備事業の推進 

(5) 歩行者空間のバリアフリー化 

(6) 無電柱化の推進 

(7) 効果的な交通規制の推進 

(8) 自転車利用環境の総合的整備 

(9) 高度道路交通システムの活用 

(10) 交通需要マネジメントの推進 

(11) 災害に備えた道路交通環境の整備 

(12) 総合的な駐車対策の推進 

(13) 道路交通情報の充実 

(14) 交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

 

２ 交通安全思想の普及徹底 

＜関東運輸局、県教育委員会、県警察、県、市町村＞ 

(1) 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

(2) 効果的な交通安全教育の推進 

(3) 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

(4) 交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

(5) 住民の参加・協働の推進 

 

３ 安全運転の確保  

＜神奈川労働局、関東地方整備局、関東運輸局、横浜地方気象台、県警察、

県＞ 

(1) 運転者教育等の充実 

(2) 運転免許制度の改善 

(3) 安全運転管理の推進 

(4) 事業用自動車の安全プラン等に基づく安全対策の推進 

(5) 交通労働災害の防止等 

(6) 道路交通に関連する情報の充実 

(7) エコドライブ等の推進 
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４ 車両の安全性の確保 

＜関東経済産業局、関東運輸局＞ 

(1) 車両の安全性に関する基準等の改善の推進 

(2) 自動車アセスメント情報の提供等 

(3) 自動車の検査及び点検整備の充実 

(4) 自転車の安全性の確保 

 

５ 道路交通秩序の維持 

＜関東運輸局、県警察、県、市町村＞ 

(1) 交通の指導取締りの強化等 

(2) 交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜査の一層の推進 

(3) 暴走族等対策の推進 

 

６ 救助・救急活動の充実 

＜県教育委員会、県警察、県、消防機関、高速道路会社＞ 

(1) 救助・救急体制の整備 

(2) 救急医療体制の整備 

(3) 救急関係機関の協力関係の確保等 

 

７ 被害者支援の充実と推進 

＜関東運輸局、県教育委員会、県警察、県＞ 

(1) 交通事故相談活動の充実 

(2) 無保険（無共済）車両対策の徹底 

(3) 交通遺児家庭に対する支援 

(4) 被害者支援の充実強化 

 

第２章 鉄道交通の安全 

１ 鉄道交通環境の整備 

＜関東運輸局、県、鉄道事業者＞ 

(1) 鉄道施設等の安全性の向上 

(2) 運転保安設備等の整備 

 

２ 鉄道交通の安全に関する知識の普及 

＜関東運輸局、県、鉄道事業者＞ 
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３ 鉄道の安全な運行の確保 

＜関東運輸局、横浜地方気象台＞ 

(1) 保安監査の実施 

(2) 運転士の資質の保持 

(3) 安全上のトラブル情報の共有・活用 

(4) 気象情報等の充実 

(5) 大規模な事故等が発生した場合の適切な対応 

(6) 運輸安全マネジメント評価の実施 

 

４ 救助・救急活動の充実 

＜関東運輸局、県、消防機関、鉄道事業者＞ 

 

第３章 踏切道における交通の安全 

１ 踏切道の立体交差化及び構造改良等の整備 

＜関東運輸局、関東地方整備局、県、市町村、鉄道事業者＞ 

 

２ 踏切保安設備の整備及び交通規制の実施 

＜関東運輸局、県警察、鉄道事業者＞ 

 

３ 踏切道の統廃合の促進 

＜関東運輸局、関東地方整備局、県、市町村、鉄道事業者＞ 

 

４ その他踏切道の交通の安全及び円滑化を図るための措置 

＜関東地方整備局、県、市町村、県警察、鉄道事業者＞ 
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Ⅱ 県内米軍基地の現況等について 

 

１ 県内米軍基地の状況について 

(1) 県内提供施設数と面積の推移 
 

時      点 

 

提供施設数 

 

面  積 

 

昭和２７年 平和条約発効時 

（旧安保条約発効時） 

１６２ 

千㎡ 

３５,８６１ 

 

昭和３５年 第２次安保条約発効時 ７９ 

 

２８,９７８ 

 

令和元年１２月１日現在 

 

１２ 

 

１７,３８６ 

注 千㎡未満は、四捨五入 

 

(2) 県内提供施設一覧表 
                       （令和元年12月１日現在） 

 
施 設 名 軍別 

土地面積 

(千㎡) 
所 在 地 

◎ 根 岸 住 宅 地 区         海 429 横浜市(中区、南区、磯子区) 

 横浜ノースドック 陸 523  〃 (神奈川区) 

 鶴 見 貯 油 施 設         海 184  〃 (鶴見区) 

 吾 妻 倉 庫 地 区         〃 802 横須賀市 

 横須賀海軍施設         〃 2,363   〃 

 浦 郷 倉 庫 地 区         〃 194   〃 

○ 
池子住宅地区及び 

海 軍 補 助 施 設         
〃 2,884 逗子市･横浜市(金沢区) 

○ 相模総合補給廠         陸 1,967 相模原市(中央区) 

 相模原住宅地区         〃 593   〃  (南区) 

 キ ャ ン プ 座 間         〃 2,292 相模原市(南区)・座間市 

 厚木海軍飛行場         海 5,056 綾瀬市・大和市 

 長坂小銃射撃場         〃 97 横須賀市 

計（12施設) 17,386  

注１ 土地面積の出所は、防衛省が公表している最新数値。 

注２ ◎は全部返還、○は一部返還が合意されている施設。 

注３  面積は四捨五入によっているので、計が符合しない。 

注４ このほか、横浜ノースドックでは、鉄道軌道用地として約70㎡の土地が使用されている。 

注５ 長坂小銃射撃場は自衛隊が管理し、期間を定めて米軍が共同使用をしている。 
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(3) 各提供施設の状況 
（令和元年12月１日現在） 

 
施 設 名 所在地 現     況 

１ 根岸住宅地区 横 浜 市 

在日米海軍横須賀基地司令部の管理下で、米軍

人、軍属及びその家族の住宅等として使用されて

きた（平成27年12月、居住していた米軍の全世帯

が退去）。 

平成16年10月18日の日米合同委員会で、全部返

還の方針が合意された。 

平成30年11月14日の日米合同委員会で、早期返

還に向けた共同使用について、日米間で協議を開

始すること等が合意された。 

令和元年11月15日の日米合同委員会で、返還に

向けた原状回復作業を日本政府が行うため、共同

使用について合意された。 

２ 
横浜ノース 

ドック 
横 浜 市 

在日米陸軍基地管理本部等の管理下で、米陸軍第

836輸送大隊等の物資搬出入業務等に使用されてい

る。 

平成21年３月31日に土地約27,000㎡と水域約2,500

㎡等が返還された。 

３ 鶴見貯油施設 横 浜 市 

在日米海軍横須賀補給センターの管理下で、航

空機燃料等の貯油施設として使用されている。 

平成30年11月14日の日米合同委員会で、消防署

の整備について合意された。 

４ 吾妻倉庫地区 横須賀市 

在日米海軍横須賀補給センターの管理下で、航

空機燃料・艦船燃料等の貯油施設として使用され

ている。 

平成25年10月11日に土地約13,000㎡等が返還さ

れた。 

５ 横須賀海軍施設 横須賀市 

在日米海軍司令部をはじめ、横須賀基地司令

部、海軍艦船修理廠などが所在し、在日米海軍、

米第７艦隊等の支援基地となっている。 

米第７艦隊旗艦の揚陸指揮艦ブルーリッジ、原

子力空母ロナルド・レーガンなどのいわゆる母港

となっている。 

平成30年11月14日の日米合同委員会で、独身下

士官宿舎の整備について合意された。 

６ 浦郷倉庫地区 横須賀市 

在日米海軍横須賀基地司令部の管理下で、同基

地兵器部の本部、弾薬物揚場、弾薬庫として使用

されている。 

平成30年11月14日の日米合同委員会で、艦船へ

の弾薬の積み下ろし作業の安全な運用等を確保す

るため、桟橋の整備について合意された。 
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施 設 名 所在地 現     況 

７ 
池子住宅地区 
及び海軍補助 
施設 

逗 子 市 

横 浜 市 

在日米海軍横須賀基地司令部の管理下で、米軍

人、軍属及びその家族の住宅等として使用されて

いる。 

逗子市域の一部土地等約40haについては、平成

26年11月30日から共同使用が開始され、平成27年

２月１日から「池子の森自然公園」として市民利

用が開始された。 

平成16年10月18日の日米合同委員会で、横浜市

域の飛び地の返還と横浜市域への住宅建設の方針

が合意され、平成26年４月17日の日米合同委員会

で、住宅戸数を171戸とすることが合意された。 

平成30年11月14日の日米合同委員会で、平成16

年の日米合同委員会合意を見直し、横浜市域の住

宅建設の取り止めと、逗子市域への生活支援施

設、消防署等の整備について合意された。 

８ 相模総合補給廠 相模原市 

在日米陸軍基地管理本部の管理下で、物資保

管、修理などの兵站業務を担っている。 

平成18年５月１日の在日米軍再編の最終報告に

基づき、平成26年９月30日に、ＪＲ相模原駅前の

土地と西側野積場の一部土地合計約17haが返還さ

れ、平成27年12月２日から約35haの共同使用が開

始された。また、平成25年10月17日の日米合同委

員会で、北側部分の土地約8,900㎡等の返還が合

意された。 

平成30年10月16日に、既存のミサイル防衛能力

を高めるため、第38防空砲兵旅団司令部の駐留が

開始された。 

９ 相模原住宅地区 相模原市 

在日米陸軍基地管理本部の管理下で､米軍人､軍

属及びその家族の住宅等として使用されている。 

平成21年３月３日に土地約1,100㎡が返還され

た。 

10 キャンプ座間 
相模原市 

座 間 市 

米陸軍第１軍団(前方)・在日米陸軍司令部、在

日米陸軍基地管理本部が所在している。 

平成18年５月１日の在日米軍再編の最終報告に

基づき、平成19年12月19日に第１軍団（前方）司

令部が発足し、平成28年２月29日にキャンプ座間

の座間市域の一部土地約5.4haが返還された。そ

の後、当該返還地の一部に、平成28年４月１日に

は座間総合病院が開院され、平成30年２月13日に

は消防庁舎が開庁された。 
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施 設 名 所在地 現     況 

11 厚木海軍飛行場 
綾 瀬 市 

大 和 市 

在日米海軍厚木航空施設司令部の管理下で、第

５空母航空団等が使用し、米海軍航空部隊航空機

の整備、補給、支援業務を行っている。 

平成18年５月１日の在日米軍再編の最終報告に

おいて、空母艦載機の岩国飛行場への移駐が合意

された。空母艦載機部隊の移駐については、平成

29年８月から段階的に実施され、平成30年３月30

日に完了した。 

平成29年９月30日に土地約13,000㎡等が返還さ

れた。 

12 長坂小銃射撃場 横須賀市 

陸上自衛隊武山駐屯地業務隊の管理下で、覆道

式射撃場として使用され、米軍が期間を定めて共

同使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

県内提供施設配置図 
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２ 米軍基地を巡る最近の動向について 

(1) 厚木基地周辺における騒音 
ア 空母艦載機移駐前後の騒音状況の検証 

(ｱ) 検証の目的 

県では厚木基地周辺の航空機騒音の実態を把握するため、昭和 

44年 12月以来、常時観測調査を続けており、現在は 11か所に自 

動記録騒音計を設置している。 

在日米軍再編の一環として、平成18年５月に日米安全保障協議 

委員会で合意された、空母艦載機部隊の岩国基地への移駐について 

は、平成29年８月から段階的に実施され、平成30年３月30日に完了 

している。 

空母艦載機部隊の移駐が完了したことを受け、厚木基地周辺の騒

音状況を把握するため、県が設置している騒音計を用いて検証を実

施した。 

(ｲ) 検証の期間 

平成30年３月の移駐完了から令和元年９月までの期間のうち、

例年空母が入港する時期である12月から翌年５月までの騒音デー

タについて、移駐前の状況と比較した。 

(ｳ) 検証の方法 

県が設置している騒音計を用いて、騒音測定回数（70dB・５秒

以上継続等の騒音の回数）、100dB以上の騒音測定回数及びLden

（国際的に使用されている航空機騒音の評価指標）について検証

した。 

このうち、騒音測定回数及び100dB以上の騒音測定回数について

は、厚木基地から最も近い距離にある、滑走路北端から約１km及

び滑走路南端から約２kmの測定地点について検証した。 

Ldenについては、厚木基地周辺全11地点について検証を行った。 

(ｴ) 検証結果の概要 ＜詳細は「参考」参照＞ 

ａ 騒音測定回数 

例年空母が入港する時期である12月から翌年５月までの状況

について、空母艦載機部隊の移駐前と移駐後で比較すると、北

１kmの測定地点においては、移駐前の平成26年度から平成28年

度は、月1,600回から2,800回程度の騒音が測定され、平均は月

2,173回となった。一方、移駐後の平成30年度及び令和元年度は、

月1,000回から1,700回程度に減少し、平均は月1,370回となった。 

 ｂ 100dB以上の騒音測定回数 

特にジェット戦闘機等によるものと想定される100dB以上の騒

音測定回数については、北１kmの測定地点においては、移駐前

の平成26年度から平成28年度は、月100回から500回程度測定さ
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れ、平均は月309回となった。一方、移駐後の平成30年度及び令

和元年度は、月40回以下に減少し、平均は月14回となった。 

   ｃ Lden 

例年空母が入港する時期である12月から翌年５月までの状況

について、空母艦載機部隊の移駐前と移駐後で比較すると、各

地点で５dBから15dB程度減少しており、北１kmの測定地点にお

いては、最大で15.9dB減少した（平成28年５月と令和元年５月

の比較）。 

(ｵ) 検証結果 

〇 平成30年３月の空母艦載機部隊の移駐完了後、空母入港期間中

の騒音が減少していることが確認できた。 

〇 特にジェット戦闘機等によるものと推定される100dB以上の騒

音測定回数の減少が顕著であり、騒音減少は、空母艦載機の飛来

頻度の減少による部分が大きいと考えられる。 

〇 騒音の減少は、滑走路至近だけではなく、全11地点で確認でき

る。 

〇 以上から、平成30年３月の空母艦載機部隊の移駐完了から18か

月間の騒音状況の検証において、ジェット戦闘機等の空母艦載機

の飛来頻度が減少し、広い範囲で騒音が減少したことを確認でき

た。 

(ｶ) 検証状況の公表 

検証状況について、11月５日開催の厚木基地騒音対策協議会で

報告を行うとともに、県ホームページに掲載した。 

 

イ 航空機騒音の推移 

空母艦載機による夜間連続離着陸訓練(ＮＬＰ)は、平成５年に硫

黄島代替訓練施設が米側に全面提供された後、平成６年以降は約

90％が硫黄島で実施され、ＮＬＰ実施期間中の騒音測定回数は、大

幅に減少した。 

なお、近年では、平成 19年度、平成 24年度及び平成 29年度に

は、厚木基地において、空母艦載機着陸訓練が実施され、その間の

騒音測定回数が大幅に上昇している。 
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(ｱ) 最近の夜間連続離着陸訓練（ＮＬＰ）の実施状況 
 厚木基地 硫黄島 

平成19年５月 ９日、10日、14日、15日 ２日～11日 

10月 － 12日～17日 

平成24年５月 22日～24日 ９日～17日 

平成25年６月 
－ ２日～10日、12日～14日 

21日～24日 

平成26年５月 － 10日～20日 

平成27年５月 － ６日～14日 

平成28年５月 － ４日～12日、28日～６月１日 

平成28年８月 － 23日～27日、29日、30日 

平成29年５月 － ２日～12日 

平成29年９月 
１日～５日 

※３日を除く 

 

平成30年５月 － ３日～25日 

令和元年５月 － 10日～18日 

注 平成24年５月は昼夜を問わず、平成29年９月は日中、厚木基地で空母艦載

機着陸訓練が行われた。 

(ｲ) 騒音測定回数 
年  度 滑走路北端から北約１ｋｍ 滑走路南端から南約２ｋｍ 

平成19年度 ２１,９５１ １９,０４２ 

平成24年度 １９,７４４ １５,６６９ 
平成25年度 ２２,２２９ １７,５２０ 
平成26年度 ２０,７９５ １５,３３７ 

平成27年度 ２０,３８８ １５,１４２ 

平成28年度 ２１,３３９ １６,４６３ 
平成29年度 １８,１０８ １２,８２７ 
平成30年度 １４,８８９ １０,３３６ 

令和元年度 ７,８５８ ５,４３６ 

注 70ｄＢ以上・５秒以上継続等の騒音の回数。令和元年度は、令和元年10月末現在

のもの。 

(ｳ) 苦情件数 
年 度 大和市 綾瀬市 藤沢市 相模原市 海老名市 座間市 横浜市 神奈川県 合 計 

19 1,156  532  540  1,076  106  243  228  1,134  5,015  

24 1,686 1,744 502 926 250 633 314 1,477 7,532 

25 1,109 1,116 489 1,001 74 393 290 1,934 6,406 

26 735 1,052 514 703 43 432 194 1,650 5,323 

27 660 708 383 566 53 322 145 1,577 4,414 

28 790 652 396 712 37 359 106 2,576 5,628 

29 1,007 850 263 463 114 256 149 1,616 4,718 

30 173 255 29 63 24 46 86 406 1,082 

元 73 174 19 15 12 64 49 188 594 

注１ 神奈川県分には川崎市、平塚市、鎌倉市、茅ヶ崎市、東京都町田市が受けた苦情 

を含んでいる。 

注２ 令和元年度は、令和元年10月末現在のもの。 
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ウ 県の取組 

(ｱ) 空母艦載機部隊移駐後の騒音状況 

引き続き厚木基地周辺の騒音状況を注視するとともに、基地関 

 係市とも連携し、騒音軽減に向けた取組を進めていく。 

(ｲ) 空母艦載機着陸訓練や日常的な航空機騒音問題に関する取組 

 着陸訓練の硫黄島での全面実施に向け、積極的に米側との調整 

を行うことや、恒常的な訓練施設を早期に選定し、必要な施設整 

備を進めることなどを、国に対し強く働きかけている。また、日 

常的な航空機騒音の軽減のため、飛行禁止時間の延長や、土曜・ 

日曜・祝日や年末年始等の飛行禁止などを国に求めている。 

(ｳ) 住宅防音対策の充実に向けた取組 

 厚木基地周辺の住宅防音工事について、公平かつ迅速な事業実 

施や、建築年次にかかわらない告示日以降の全ての新増築住宅へ 

の助成等を国に働きかけている。 

 

(2) 原子力艦の安全対策の確保 

ア 経緯 

平成20年９月25日  空母キティホークに替わり、原子力空母ジョ

ージ・ワシントンが横須賀基地に入港 

平成27年10月１日  原子力空母ジョージ・ワシントンに替わり、

原子力空母ロナルド・レーガンが横須賀基地

に入港 

 

イ 安全航行確認体制等 

(ｱ) 安全航行確認体制 

    国は、原子力空母ジョージ・ワシントンが配備されることに伴 

 い、ＪＲ横須賀駅近傍に「横須賀原子力艦モニタリングセンター」 

   （原子力艦放射能調査専門官が常駐）を新設するとともに、従来 

４基あったモニタリングポストを６基増設し計10基設置したほか、 

モニタリングボートに加えモニタリングカーを配置し、安全航行確 

認体制の強化を図っている。 

(ｲ) 災害に係る訓練 

     日米両国政府、横須賀市、県が参加する「日米合同原子力防災 

訓練」を平成19年より毎年実施している。 
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ウ 原子力軍艦の寄港状況(平成31年１月１日～令和元年11月30日) 
通算 
回数 
S41～ 

艦     名 種 類 
排水量 
（ｔ） 

寄 港 期 間 
寄港 
日数 
(日) 

(981) ロナルド・レーガン 空母 102,000 (H30.12. 5) ～ R1. 5.12 132 

982 スクラントン 潜水艦 6,082 H31. 1.11 ～ H31. 1.18 8 

983 ミシガン 潜水艦 16,764 H31 1.27 ～ H31.1.27 1 

984 シャイアン 潜水艦 6,082 H31.1.28 ～ H31. 2.1 5 

985 シャイアン 潜水艦 6,082 H31. 2.27 ～ H31. 3. 4 6 

986 イリノイ 潜水艦 7,800 H31. 3.11 ～ H31. 3.16 6 

987 アナポリス 潜水艦 6,082 H31. 4. 5 ～ H31. 4. 9 5 

988 イリノイ 潜水艦 7,800 H31. 4.29 ～ H31. 4.29 1 

989 オクラホマシティ 潜水艦 6,082 R1. 5. 6 ～ R1. 5. 8 3 

990 ロナルド・レーガン 空母 102,000 R1. 5.17 ～ R1. 5.22 6 

991 ツーソン 潜水艦 6,082 R1. 5.27 ～ R1. 5.28 2 

992 オクラホマシティ 潜水艦 6,082 R1. 6. 3 ～ R1. 6. 4 2 

993 イリノイ 潜水艦 7,800 R1. 6.25 ～ R1. 7. 1 7 

994 オクラホマシティ 潜水艦 6,082 R1. 6.27 ～ R1. 6.27 1 

995 オクラホマシティ 潜水艦 6,082 R1. 7. 2 ～ R1. 7.10 9 

996 イリノイ 潜水艦 7,800 R1. 7.15 ～ R1. 7.18 4 

997 ロナルド・レーガン 空母 102,000 R1. 8.24 ～ R1. 8.25 2 

998 ロナルド・レーガン 空母 102,000 R1. 8.25 ～ R1. 9.14 21 

999 トピーカ 潜水艦 6,082 R1. 9.10 ～ R1. 9.17 8 

1000 ロナルド・レーガン 空母 102,000 R1. 11.2 ～ 寄港中 29 

入港回数：19回  実日数：216日  延日数：258日 

（昨年の状況 入港回数：24回  実日数：224日  延日数：259日） 
 

エ 放射能調査結果 

横須賀港の環境放射線については、国・県・市が連携し、10 基の

モニタリングポストによる 24 時間監視のほか、原子力軍艦の寄港中

はモニタリングボートによる原子力軍艦周辺海域の放射能測定、海

水試料や海底土試料の採取及び分析調査、モニタリングカーによる

陸上の放射能測定を行い、原子力軍艦による異常事態の発生を早期

に検知するようにしている。 

これらの調査の結果、異常は認められていない。なお、調査結果

については、インターネットで情報提供しているほか、原子力軍艦

の寄港中は、毎日、調査結果を発表し、情報の開示を行っている。 
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＜参考＞各測定装置による放射能測定値の最大値（平成31年１月１日～令和元年11月30日） 

モニタリングポスト モニタリングボート モニタリングカー 

(水中) (空間) (水中) (空間) (空間) 

59cps 71nGy/h 33ps 20nGy/h 59nGy/h 

注１ cps（シーピーエス）とは1秒間あたりの放射線測定数。nGy/h（ナノグレイパーアワー）

とは、１時間あたりの物質に吸収された放射線のエネルギーの量。(警報値は、水中50cps、

空間100nGy/h) 

注２ モニタリングポストの水中の最大値59cpsについては、平成31年１月31日22時22分の記

録であるが、スペクトル解析の結果より、この測定値の上昇は同時刻頃の降雨によるもの

である。（原子力規制庁放射能調査結果から） 
 

オ 県の取組 

引き続き、国が実施するモニタリング調査に協力するとともに、

日米両国政府に、さらなる安全航行確認体制や防災対策の強化を求

めていく。 

 

(3) 米軍航空機事故に関するガイドラインの改正 

ア 防衛省からの情報提供 

令和元年７月25日、基地の外で米軍機による事故が発生した場合 

の日米両国政府の現場での対応を定めたガイドラインについて、立 

入りなどの手続きを一層改善するため、日米合同委員会で改正が合 

意されたとの情報提供があった。 

 

イ 改正の概要 

・制限区域（内周規制線）内への早期かつ迅速な立入りの実施を明     

 記 

・制限区域内への優先的に立ち入れる者を明記（有害物質の観測を 

含む影響の軽減、事故調査等の責任を有する日米両国政府の代表

者） 

・機体の残骸の除去にあたっての土地所有者との調整方法を明記 

・米側から日本当局に対し、有害物質に関する情報を迅速に提供 

・日米の当局または地元当局が環境調査を行った際には、その結果

を日米合同委員会の枠組みで共有 
 

※ 米軍航空機事故に関するガイドライン 

 ・正式名称は、「日本国内における合衆国軍隊の使用する施設・

区域外での合衆国軍用航空機事故に関するガイドライン」 

・平成16年８月の沖縄国際大学での米海兵隊ヘリコプター墜落事故

を受け、平成17年４月、日米合同委員会合意 

・事故現場に「内周規制線」と「外周規制線」を設け、「内周規制

線」は日米共同により、「外周規制線」は日本側当局によ
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り、現場管理・立入り規制を行うこと等を規定  

 

※ ガイドライン改正の背景 

  平成29年10月の沖縄県東村でのヘリコプター不時着・炎上事故

では、日本側が事故現場に立入るのに数日を要したなどの課題が

あったため、日米で協議を実施し、今回、改正が合意。 

 

ウ 県の対応 

７月25日に防衛省に対し、引き続き米軍機事故防止に万全を期すこ 

と、及び事故発生時には、改正されたガイドラインについて適正な運 

用を図るよう要請。 

 

(4) 米軍根岸住宅地区の返還に係る原状回復作業のための共同使用 

ア 防衛省からの情報提供 

令和元年11月15日、米軍根岸住宅地区の返還に向けた原状回復作 

業のための共同使用について、日米合同委員会で合意されたとの情 

報提供があった。 

   

イ 合意の概要 

・共同使用の面積：約43ヘクタール（根岸住宅地区全域） 

・共同使用の内容：建物及び工作物等の撤去、土壌・ＰＣＢ・廃棄物 

の調査及び搬出、埋蔵文化財調査等の返還のため 

の原状回復作業 

            

※ これまでの経緯 

   昨年11月14日の県内米軍基地の整理等に関する日米合同委員

会合意において、米軍根岸住宅地区については、日米で共同使

用を行い、日本政府が原状回復作業を行うことや、作業の進捗

に応じて返還時期も協議していくことが承認された。  

 

ウ 県の対応 

11月15日に防衛省に対し、地元の意向に沿った返還が一日も早く実 

現するよう、また、返還までの間の施設管理に万全を期すよう要請。 
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(5) オスプレイの飛来 

平成31年１月１日から令和元年11月30日まで、米軍の輸送機オスプレ

イが次のとおり飛来した。 

（平成31年１月１日～令和元年11月30日現在） 
日付 飛来概要 

平成31年１月４日 オスプレイが厚木基地に２機飛来（着陸２回、離陸２回） 

４月２日 オスプレイが厚木基地に１機飛来（着陸１回、離陸１回） 

令和元年７月30日 
オスプレイ（機種不明）が横須賀基地に１機飛来 

（着陸１回、離陸１回） 

８月３日 
CV-22オスプレイが横須賀基地に１機飛来 

（着陸１回、離陸１回） 

８月７日 
オスプレイ（機種不明）が厚木基地に１機飛来 

（着陸１回、離陸１回） 

注 特に機種の記載がないものは、米海兵隊のオスプレイMV-22。 

（※）CV-22とは、米空軍のオスプレイCV-22。平成30年10月１日に５機のCV-22が横田基地 

に配備された。 

 

(6) 米軍及び米軍人等による事件・事故 

ア 令和元年の事件・事故の概要 

(ｱ) 県が要請を行った事件・事故 

       平成31年１月１日から令和元年11月30日までに、県で要請を行

った事件・事故等は６件で、その概要は次のとおりである。 

発 生 日 内          容 

平成31年２月２日 
厚木基地所属の米兵が海老名市内の民家に侵入し現行

犯逮捕 

令和元年５月12日 
横須賀基地所属の米兵が千葉県成田市内のマンション

エントランスのガラスを側溝の蓋で損壊し現行犯逮捕 

令和元年７月13日 
キャンプ座間所属の軍属が秋葉原で、無許可でドロー

ンを飛ばしたとして航空法違反の容疑で書類送検 

令和元年９月１日 

空母ロナルド・レーガン乗組員が逗子市内のレストラン駐

車場で車の窓ガラスを割り暴れている所を公務執行妨害の容

疑で現行犯逮捕 

令和元年10月28日 

着陸中の米軍ヘリコプターが生じさせた強い吹き下ろしの

風が原因とみられるキャンプ座間ヘリポート近傍の家屋内の

調度品損壊（国が事実関係を調査中） 

令和元年11月４日 

空母ロナルド・レーガン乗組員が、横須賀市武路上で、セ

ンターラインをオーバーし日本人車両と正面衝突。米兵の呼

気1Ｌ中0.2mgのアルコールを検出し現行犯逮捕 
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(ｲ) 米軍人等の犯罪検挙件数、交通事故件数の推移 
 (神奈川県警察本部調べ、単位：件) 

 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 

犯罪検挙件数 16 (9) 15 (10) 17 (4) 22 (12) 9 (4) 

交通事故件数 61 (32) 46 (28) 39 (21) 56 (34) 39 (23) 

注１ ( )内は、軍人によるものを内数で示した。交通事故件数は、人身事故の件数。 

注２ 令和元年は平成31年１月１日から令和元年10月31日までの件数で速報値。 

 

(ｳ) 米軍航空機事故等の推移 
 (単位：件) 

 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 

航空機事故件数 ０ ０ ３ １ （１） 

その他の事故件数 １ ０ １ １ ０ 

注１ 県内で発生した事故で、県が把握している事故を記載 

注２ 平成27年のその他の事故は、相模総合補給廠における倉庫の火災 

注３ 平成29年のその他の事故は、米軍イージス艦アンティータムの油漏れ 

注４ 平成30年のその他の事故は、キャンプ座間における火災 

注５ 令和元年は平成31年１月１日から令和元年10月31日までの件数。航空機事故件数 

の（１）は、国が事実関係を確認中のもの 

 

イ 再発防止に向けた県の取組 

事件・事故が発生した際には、必要に応じ、県、神奈川県基地関

係県市連絡協議会で原因の徹底究明や再発防止策の構築等を国や米

側に要請するほか、事件・事故の未然防止に向けた関係機関による

会議での話し合いや、横須賀基地周辺において地域住民が行ってい

る夜間巡回パトロールに国・横須賀市・米軍等とともに参加するな

どしている。引き続き、県民の安全・安心の確保に向けて取り組ん

でいく。 

 

(7) 米軍ヘリコプターによる強風が原因とみられる損壊について 

 ア 防衛省からの情報提供 

       令和元年10月31日、米陸軍キャンプ座間周辺（相模原市域）で、

米軍ヘリコプターによる強風が原因とみられる、家屋内の調度品等

の損壊が28日に発生し、現在、調査を進めているとの情報提供があ

った。 

 

 イ 県の対応 

           10月31日に防衛省に対して、事実関係や原因について調査を行

うとともに、引き続き情報提供を行うこと、調査により米軍機に起

因するものと判明した場合は、適切な再発防止策を講じるよう米軍

に申し入れることを要請。 
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３ 在日米軍の県防災訓練への参加について 
 

(1) 在日米軍の県防災訓練への参加状況 

ア 経緯 

県が、平成 20 年２月に在日米海軍と、同年６月に在日米陸軍と締

結した「災害準備及び災害対策に関する神奈川県と在日米海軍（在

日米陸軍）との覚書」に基づき、県の防災訓練に在日米軍が参加し

ている。 

在日米海軍は平成 19 年度の県・伊勢原市合同総合防災訓練から、

在日米陸軍は平成 20 年度の県・横須賀市合同総合防災訓練から毎年

参加している。 

 平成 24 年度から始まった「ビッグレスキューかながわ」に在日米

陸海軍が参加し、平成 25年度からは在日米空軍が参加している。 

平成 25 年度から「県・市町村合同図上訓練」に、在日米陸海軍が

参加している。 

 平成 27 年度には「神奈川県国民保護共同実動訓練」に、在日米陸

海軍の消防隊が参加した。 

 

イ 参加内容 

在日米軍は、ヘリコプターと車両による医療チームや緊急医療物

資の輸送訓練、救護所における医療救護活動訓練を、自衛隊やＤＭ

ＡＴ（災害派遣医療チーム)などと連携して実施している。 

 

(2) 在日米軍参加の実績一覧 
年度 実施日 訓練名 場所 参加部隊 

H19 平成19年９月２日 県・伊勢原市合同総合防災訓練 
伊勢原市総合運

動公園他 
在日米海軍 

H20 平成20年９月１日 

平成20年八都県市合同防災訓練 

（神奈川県・横須賀市合同総合防災

訓練） 

横須賀新港埠頭 
在日米陸軍 

在日米海軍 

H21 平成21年８月30日 県・小田原市合同総合防災訓練 
小田原市酒匂川

スポーツ広場他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

H22 平成22年８月29日 県・座間市合同総合防災訓練 
座間市相模川グ

ラウンド他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

H24 平成24年９月16日 
ビッグレスキューかながわ 

（県・横須賀市合同総合防災訓練） 

陸上自衛隊 

武山駐屯地他 

在日米陸軍 

在日米海軍 
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年度 実施日 訓練名 場所 参加部隊 

H25 

平成25年９月21日 
ビッグレスキューかながわ 

（県・平塚市合同総合防災訓練） 

湘南海岸公園（

平塚市）他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

在日米空軍 

平成26年１月30日 
平成25年度神奈川県･県央地域８市

町村合同図上訓練 

県庁第２分庁舎

他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

H26 

平成26年８月31日 
ビッグレスキューかながわ 

（県・小田原市合同総合防災訓練） 

小田原市酒匂川

スポーツ広場他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

在日米空軍 

平成27年１月23日 
平成26年度神奈川県・横須賀三浦地

域合同図上訓練 

県庁第２分庁舎

他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

H27 

平成27年８月30日 
ビッグレスキューかながわ 

(県・厚木市合同総合防災訓練) 

県総合防災セン

ター他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

在日米空軍 

平成28年1月15日 
第８回九都県市合同防災訓練・図上

訓練 

県庁第２分庁舎

他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

平成28年1月26日 神奈川県国民保護共同実動訓練 
相模原市立淵野

辺公園他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

H28 

平成28年9月11日 
ビッグレスキューかながわ 

（県・横須賀市合同総合防災訓練） 

陸上自衛隊武山

駐屯地他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

在日米空軍 

平成29年1月20日 
平成28年度神奈川県・湘南地域８市

町合同図上訓練 

県庁第２分庁舎

他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

H29 

平成29年9月1日 

第38回九都県市合同防災訓練（平成

29年度神奈川県・小田原市合同総合

防災訓練（ビッグレスキューかなが

わ）） 

小田原市酒匂川

スポーツ広場他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

在日米空軍 

平成30年1月11日 
第９回九都県市合同防災訓練・図上

訓練 

県庁第２分庁舎

他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

H30 

平成30年8月26日 
ビッグレスキューかながわ 

(県・海老名市合同総合防災訓練) 

県立相模三川公

園他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

在日米空軍 

平成31年1月30日 
平成30年度神奈川県・県西地域10市

町合同図上訓練 

県庁第２分庁舎

他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

R元 令和元年8月31日 
ビッグレスキューかながわ 

（県・伊勢原市合同総合防災訓練） 

伊勢原市総合運

動公園他 

在日米陸軍 

在日米海軍 

在日米空軍 

注 平成23年度の県・松田町合同総合防災訓練に参加予定だったが、荒天のため中止。 
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空母艦載機移駐前後の騒音状況の検証 
 

通常の空母入港月である４、５月及び12月から翌年３月の状況を、空母艦載機部隊の

移駐前後で比較 

 
１ 騒音測定回数の推移 

厚木基地から最も近い距離にある、滑走路北端から約１km（騒音計設置箇所図①）
及び滑走路南端から約２km（騒音計設置箇所図③）の地点に設置してある騒音計の測
定結果 

 
（1）総測定回数 
①北１km（大和市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 平均 

移駐前 H26 2,757 2,770 1,983 1,994 2,196 1,609 

2,173 H27 2,697 2,407 1,753 1,754 2,366 2,142 

H28 2,442 2,726 2,057 1,596 1,781 2,087 

 H29 2,429 2,734 1,119 1,286 1,430 1,307  

移駐後 H30 1,461 1,725 985 1,079 1,254 1,421 
1,370 

R1 1,601 1,434 － － － － 

 
③南２km（綾瀬市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 平均 

移駐前 H26 1,737 1,894 1,513 2,019 1,771 1,219 

1,633 H27 1,985 1,310 1,604 1,347 1,793 1,574 

H28 1,689 1,825 1,663 1,333 1,453 1,667 

 H29 1,461 1,750 789 876 1,095 885  

移駐後 H30 969 1,161 733 785 1,035 967 
979 

R1 1,133 1,050 － － － － 

 

（2）100dB以上の騒音測定回数 
①北１km（大和市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 平均 

移駐前 H26 340 282 301 412 334 89 

309 H27 487 239 400 272 442 205 

H28 259 455 349 278 255 154 

 H29 246 249 99 113 98 12  

移駐後 H30 23 39 11 11 8 1 
14 

R1 15 1 － － － － 

 
 

参 考 
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③南２km（綾瀬市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 平均 

移駐前 H26 162 156 85 125 108 26 

106 H27 169 126 110 86 167 75 

H28 81 140 112 69 75 42 

 H29 112 96 41 40 40 5  

移駐後 H30 14 17 1 4 2 0 
7 

R1 17 4 － － － － 

 
 

２ Ldenの推移 

県内11か所に設置している騒音計の測定結果 
 
※差とは、移駐前（H28）と移駐後（H27、H28）との差 

 
①北１km（大和市）                        （ｄＢ） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 72.6 － 75.4 － 73.6 － 72.6 － 72.5 － 70.5 － 

 H29 72.5 △0.1 74.4 △1.0 68.8 △4.8 68.9 △3.7 68.8 △3.7 62.4 △8.1 

移駐後 H30 64.1 △8.5 64.6 △10.8 59.7 △13.9 60.8 △11.8 62.0 △10.5 58.8 △11.7 

R 1 63.0 △9.6 59.5 △15.9 － － － － － － － － 

 
②県企業庁大和水道営業所（大和市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 73.2 － 76.7 － 71.9 － 70.5 － 70.0 － 68.8 － 

 H29 72.5 △0.7 73.5 △3.2 65.9 △6.0 67.7 △2.8 66.8 △3.2 60.2 △8.6 

移駐後 H30 64.3 △8.9 63.0 △13.7 57.9 △14.0 58.0 △12.5 59.8 △10.2 57.7 △11.1 

R 1 60.6 △12.6 59.3 △17.4 － － － － － － － － 

 
③南２km（綾瀬市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 68.4 － 71.0 － 69.1 － 67.6 － 68.3 － 64.5 － 

 H29 69.6 1.2 71.1 0.1 64.9 △4.2 66.0 △1.6 66.1 △2.2 58.2 △6.3 

移駐後 H30 61.1 △7.3 61.5 △9.5 53.0 △16.1 56.5 △11.1 55.5 △12.8 52.2 △12.3 

R 1 60.7 △7.7 55.9 △15.1 － － － － － － － － 
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④綾西小学校（綾瀬市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 58.9 － 61.2 － 61.1 － 61.1 － 61.4 － 58.6 － 

 H29 59.6 0.7 57.7 △3.5 58.5 △2.6 56.4 △4.7 55.3 △6.1 50.5 △8.1 

移駐後 H30 50.6 △8.3 52.0 △9.2 48.0 △13.1 49.7 △11.4 51.1 △10.3 48.1 △10.5 

R 1 54.5 △4.4 50.7 △10.5 － － － － － － － － 

 
⑤富士見台小学校（藤沢市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 64.1 － 67.6 － 64.0 － 62.7 － 62.7 － 58.7 － 

 H29 66.5 2.4 68.9 1.3 59.5 △4.5 62.1 △0.6 60.9 △1.8 53.7 △5.0 

移駐後 H30 55.7 △8.4 56.4 △11.2 47.3 △16.7 45.2 △17.5 48.7 △14.0 45.8 △12.9 

R 1 54.5 △9.6 47.1 △20.5 － － － － － － － － 

 
⑥辻堂小学校（藤沢市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 58.4 － 59.3 － 59.9 － 59.7 － 57.2 － 57.8 － 

 H29 60.9 2.5 57.9 △1.4 54.1 △5.8 51.8 △7.9 54.0 △3.2 48.2 △9.6 

移駐後 H30 48.2 △10.2 48.7 △10.6 45.2 △14.7 42.7 △17.0 50.8 △6.4 43.6 △14.2 

R 1 51.4 △7.0 41.0 △18.3 － － － － － － － － 

 
⑦柏ケ谷小学校（海老名市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 59.0 － 64.2 － 62.0 － 59.6 － 60.8 － 58.2 － 

  60.0 1.0 59.8 △4.4 57.6 △4.4 55.9 △3.7 55.5 △5.3 51.7 △6.5 

移駐後 H30 55.3 △3.7 56.2 △8.0 49.9 △12.1 50.3 △9.3 51.7 △9.1 49.7 △8.5 

R 1 52.8 △6.2 52.0 △12.2 － － － － － － － － 
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⑧ひばりが丘小学校（座間市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 60.9 － 63.3 － 63.1 － 63.3 － 63.0 － 59.8 － 

 H29 61.2 0.3 62.0 △1.3 58.2 △4.9 59.0 △4.3 58.4 △4.6 50.2 △9.6 

移駐後 H30 53.3 △7.6 51.4 △11.9 48.6 △14.5 49.2 △14.1 48.6 △14.4 47.9 △11.9 

R 1 51.5 △9.4 46.2 △17.1 － － － － － － － － 

 
⑨相模中学校（座間市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 60.7 － 64.7 － 62.8 － 62.1 － 61.8 － 60.3 － 

 H29 61.5 0.8 62.1 △2.6 57.7 △5.1 57.3 △4.8 56.6 △5.2 49.0 △11.3 

移駐後 H30 53.2 △7.5 55.0 △9.7 48.5 △14.3 51.3 △10.8 51.2 △10.6 46.9 △13.4 

R 1 52.9 △7.8 49.7 △15.0 － － － － － － － － 

 
⑩共和小学校（相模原市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 50.9 － 53.3 － 53.2 － 50.6 － 51.9 － 49.6 － 

 H29 51.8 0.9 52.9 △0.4 47.9 △5.3 47.8 △2.8 48.1 △3.8 41.1 △8.5 

移駐後 H30 42.2 △8.7 42.7 △10.6 42.1 △11.1 41.1 △9.5 42.5 △9.4 40.5 △9.1 

R 1 43.8 △7.1 39.8 △13.5 － － － － － － － － 

 

⑪相模原市南区合同庁舎（相模原市） 

 ４月 ５月 12月 １月 ２月 ３月 

Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 Lden 差 

移駐前 H28 58.9 － 60.3 － 61.2 － 60.6 － 60.4 － 58.8 － 

 H29 56.9 △2.0 59.1 △1.2 55.7 △5.5 55.1 △5.5 54.5 △5.9 48.0 △10.8 

移駐後 H30 51.1 △7.8 50.6 △9.7 48.1 △13.1 48.0 △12.6 47.4 △13.0 43.0 △15.8 

R 1 52.2 △6.7 47.0 △13.3 － － － － － － － － 
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［これまでの横須賀基地における空母入出港時期］ 

※短期の入出港を除く 

 

［騒音計設置箇所図］ 

年 入港 出港 
平成 25～26年 平成 25年 12月 ５日 平成 26年５月 24日 
平成 26～27年 平成 26年 11月 25日 平成 27年５月 18日 
平成 27～28年 平成 27年 12月 ３日 平成 28年６月 ４日 
平成 28～29年 平成 28年 11月 21日 平成 29年５月 16日 
平成 29～30年 平成 29年 12月 ４日 平成 30年５月 29日 
平成 30～令和元年 平成 30年 12月 ５日 令和元年 ５月 22日 

横浜市

東京都

町田市⑩

座間市

相模原市

滑
走
路

海老名市

大和市

綾瀬市

藤沢市寒川町

茅ケ崎市
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